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 日本弁護士連合会および当会が意見表明を行ったことについて、特定の団体

を介して当会宛に、今般９５３名の方々から、当会所属弁護士全員の懲戒を求め

る旨の書面が送付されました。 

 

これらは、懲戒請求の形で弁護士会の会務活動そのものに対して反対の意見

を表明し、批判するものであり、個々の弁護士の非行を問題とするものではあり

ません。弁護士懲戒制度は、個々の弁護士の非行につきこれを糾すものであって、

当会は、これらの書面を懲戒請求としては受理しないこととしました。 

 

弁護士懲戒制度は、国民の基本的人権を擁護し、社会正義を実現することを使

命とする弁護士の信頼性を維持するための重要な制度です。すなわち、弁護士は、

その使命に基づき、時として国家機関を相手方として訴えを提起するなどの職

務を行わなければならないことがあります。このため、弁護士の正当な活動を確

保し、市民の基本的人権を守るべく、弁護士会には高度の自治が認められており、

弁護士会の懲戒権はその根幹をなすものです。 

 

弁護士会としてはこの懲戒権を適正に行使・運用しなければならないことを

改めて確認するとともに、市民の方々には弁護士懲戒制度の趣旨をご理解いた

だくことをお願いするものです。 


